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        済州島でのアジア開銀年次総会とアジアの地域金融協力の進展                                               

                                                                                                         

                                             経済調査部研究員 志村 紀子  

 先月、韓国の済州島で開催されたアジア開発銀行(ADB)の年次総会において、チェン

マイ・イニシアティブ(CMI)およびアジア債券市場育成イニシアティブ(ABMI)を含む

ASEAN＋3 の枠組みの下での地域金融協力に具体的な進展が見られた。 

 第一に、同総会と並行して開催された ASEAN＋3 財務大臣会議においては、CMI の
見直しが合意され、また ABMI の促進を含め ASEAN＋3 の枠組みにおいて域内のより

緊密な通貨・金融協力に向けた各国政府のコミットメントが再確認された。現在 365 億

ドルに拡大した CMI に基づく通貨スワップ取極は、今後その有効性を強化する方策を

検討するため見直しを行うことで合意しており、ワーキング・グループが本年末迄にレ

ビューを行いその結果を報告することとなった。 

 第二に、3 月に第一回会合が開かれた「ASEAN+3 リサーチ・グループ」において、

地域金融協力に関する更なる議論を続けていくことが合意された。 

 第三に、ABMI で、テーマ毎に分けた 6 つのワーキング・グループの活動を調整する

ために、ABMI フォーカル・グループが設立された。 ABMI は、債券発行主体の拡大・

アジア通貨建ての債券の発行を促進することにより市場に厚みを持たせる一方、債券市

場育成のための環境整備を行っていくことを柱として活動を活発化させている。フォー

カル・グループ設置は、これら新しい取り組みの具体化を加速する動きとして期待され

る。 

 第四に、ADB が運営する「アジア・ボンド・ウェブサイト

(http://www.asianbondsonline.adb.org/)」が 5 月 15 日に開設され、ASEAN＋3 財務大臣会

議でも歓迎された。これは、今まで「官」主導に止まっていた ABMI に対する「民」の

積極的な関与を促すインフラ整備として注目される。このサイトには、(1)市場インフ

ラ(格付、決済・取引システム等)、(2)法・規制(監督機関、許認可・税制、投資家保護

等)、(3)市場活動(商品構成、ベンチマーク、インデックス等)、(4)市場データ(発行デー

タ、取引データ、新規発行情報等)、(5)ABMI のワーキング・グループの活動状況や、

ABF(Asian Bond Fund アジア債券基金)、あるいは APEC、ACD(Asia Cooperation Dialogue
アジア協力対話)の枠組みの下での取り組み状況などが掲載されている。このサイトは、

市場関係者が域内の債券市場に関する情報を共有できる one-stop portal として機能し、

市場の透明性を高め、発行体や投資家による意思決定プロセスの促進に寄与することに

なろう。そして、共有された情報から共通認識が醸成され、域内での制度の調和と統一

について検討が及ぶことが期待される。 
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 ADB 総裁の千野氏は、総会のスピーチの中で、アジア通貨建て債券市場の育成に関

し、「さらに斬新で革新的な取り組みを検討する」と述べた。総会日程と前後して複数

のセミナーが開催されたが、債券市場育成の基盤となる環境整備に焦点をあてたセミナ

ーで、各分野の有識者や民間参加者により繰り返し訴えられたのは、「透明性の確保」、

「情報の共有」、「制度の調和」である。透明性のある規制、法制、税制、コーポレート

ガバナンス、信頼ある格付制度が確保され、その情報が共有されることが域内市場の発

展に不可欠である。そして、その情報が域内で統一された基準として同じ意味で認識さ

れることが重要である。例えば格付制度では、域内の経済・社会状況や中小企業情報に

精通したアジア固有の域内の格付機関は必要であるものの、現状では、格付記号やその

定義、格付手法は各機関独自の基準に従っており、域内の投資家や格付のエンドユーザ

ーが、ある格付結果を同じリスクとして把握できる環境にない。法規制や会計基準も同

様である。各分野で、域内を通じて制度の調和と共通認識が図られるよう協働すること

が望まれる。 
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